
基準値

R5年度

取組項目： 1

(5)　赤字削減・解消計画に基づく取組

６年以内を基本とした赤字削減・解消計画の策定 （赤字）市町村 ① ６年以内を基本とした計画を策定している市町村数 18

取組項目： 5

⑴　標準的な保険料（税）算定方式

市町村 ① 三方式採用市町村数（医療分） -

市町村 ② 三方式採用市町村数（後期高齢者支援金分） -

市町村 ③ 三方式採用市町村数（介護納付金分） -

市町村 ④ 算定方式の見直し（四方式→三方式）を行った市町村数 1

市町村 ⑤ 保険料（税）の見直しを行った市町村数 5

取組項目： 16

⑶　目標達成のための取組

「国民健康保険税（料）収納対策プラン」に掲げる収納対策の実施 市町村 ① 収納対策プラン策定市町村数 41

市町村 ② 口座振替を原則化している市町村数 7

③ 各種納付方法の導入市町村数
コンビニ 29
クレジットカード 2
ペイジー収納 4
スマホ決済アプリ 27
地方税統一QRコード 21

市町村 ④ 所得や資格喪失等の申告勧奨を行っている市町村数 39

市町村 ⑤ 納期内納付について広報活動を行っている市町村数 38

コールセンターの設置・活用 市町村 ⑥ コールセンターを設置・活用している市町村数 7

自立支援相談機関等との連携 市町村 ⑦
生活困窮者自立支援相談機関等との連携体制を構築している
市町村数

41

市町村 ⑧ 財産調査を実施している市町村数 35

市町村 ⑨ 差押等の滞納処分を実施している市町村数 24

市町村 ⑩ 年間の差押件数・金額（県全体）
2,611世帯
437,665千円

市町村 ⑪ 執行停止等の処理を行っている市町村数 27

市町村 ⑫ 年間の執行停止件数・金額（県全体）
22,078件
278,262千円

市町村 ⑬  調定額に対する不能欠損割合（県全体） 1.64%

実務担当者向け研修の実施 県・市町村・国保連 ⑭ 実務担当者向け研修会参加市町村数・参加人数
33市町村
63人

市町村間の職員相互併任等の促進 県・市町村 ⑮ 市町村間の職員相互併任（人事交流） 未実施

収納率向上アドバイザーの活用 市町村 ⑯ 収納率向上アドバイザー受入市町村数 15

取組項目： 17

① レセプト二次点検実施市町村数 -

（うち、レセプト点検員配置市町村数） -

（うち、国保連合会委託市町村数） -

（うち、民間事業者委託市町村数） -

レセプト点検専門職員向け研修の実施 県・市町村・国保連 ②
レセプト点検専門職員を対象とした研修会参加市町村数・参加
人数

-
110人

傷病届の早期提出等の取組強化 県 ⑨ 関係機関（保健所）と連携した情報提供件数 50

第三者行為求償事務の取組強化 市町村 ⑩ 第三者行為求償事務を委託している市町村数 38

県・市町村・国保連 ⑪ 第三者行為求償事務担当者研修会参加市町村数・参加人数
-

105人

市町村 ⑫ 第三者行為求償事務アドバイザー等を活用している市町村数 30

第三者行為求償の促進に資する広報 市町村 ⑬ HP等を活用した第三者行為求償の広報を行っている市町村数 41

市町村 ③ 患者調査を実施している市町村数 34

市町村 ④
資格点検・内容点検、医科・調剤レセプトとの突合、縦覧点検、
横覧点検、介護レセプトとの突合のすべてを実施している市町
村数

-

療養費の医療費通知への反映 市町村 ⑤ 療養費を医療費通知へ反映している市町村数 41

県 ⑥
広域的又は医療に関する専門的な見地から行う保険給付の点
検（点検件数・金額）

31,321件
3,873千円

⑦ 指導・監査実施保険医療機関数 （R4年度）

医科 137

歯科 56

薬局 67

県 ⑧  関係部局と連携した保険給付の点検点検件数・金額 0

沖縄県国保運営方針（第３期）に係る取組一覧

広域的又は医療に関する専門的な見地から行う保険給付の点検 県

市町村二次点検の適正実施

研修会の充実や先進事例の導入に向けた調査・推進

療養費の受領委任への取組

取組指標

三方式（均等割・平等割・所得割）への移行

納付環境の整備
市町村

第５章　保険料(税)の徴収の適正な実施

２　保険料（税）の収納対策

第６章　保険給付の適正な実施

滞納者の状況に応じた適切な対応

１　レセプト点検の充実強化

広報活動の強化

２　第三者行為求償事務の取組強化

３　療養費支給事務の適正化

５　県による保険給付の点検、不正請求への対応等

取組主体

第３章　国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

２　財政収支の改善に係る基本的な考え方と取組等

第４章　標準的な保険料及び国民健康保険事業費納付金の算定方法

３　標準的な保険料（税）算定方法

運営方針で定める取組（P）章 節 細節

資料４-４
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基準値

R5年度

沖縄県国保運営方針（第３期）に係る取組一覧

取組指標取組主体運営方針で定める取組（P）章 節 細節

⑴　居所不明被保険者の調査・確認

居所不明被保険者の資格喪失の確認事務に係る取扱要領の策定 市町村 ⑭
居所不明被保険者の資格喪失の確認事務に係る取扱要領策
定市町村数

39

⑵　所得未申告世帯の調査・把握

所得未申告世帯の所得の把握 市町村 ⑮ 所得未申告世帯への申告勧奨を行っている市町村数 39

⑶　国民年金個人情報を活用した適用の適正化

日本年金機構との契約締結（紙リスト又は可搬型窓口装置） 市町村 ⑯
日本年金機構と年金被保険者情報に関する契約を締結してい
る市町村数

34

⑷　過誤調整等の取組

資格重複状況結果一覧を活用した職権による資格喪失処理 市町村 ⑰ 資格重複状況結果一覧を活用している市町村数 26

取組項目： 13

個人への分かりやすい情報提供の実施 市町村 ①
予防・健康づくりに関する分かりやすい情報提供を行っている
市町村数

41

市町村に対する助言及び支援（研修会・意見交換会の実施） 県・市町村・国保連 ② 研修会参加市町村数・参加人数
-

746人

保健事業実施計画（データヘルス計画）に基づく事業実施 市町村 ③
データヘルス計画に係る保健事業の実施・評価に当たり、定量
的な評価を実施している市町村数

41

糖尿病性腎症重症化予防の推進 市町村 ④
対象者の抽出基準を明確に設定した上で、かかりつけ医と連
携した取組を実施している市町村数

39

予防・健康づくり支援に関する交付金の活用 市町村 ⑤ ヘルスアップ事業実施市町村数 39

市町村 ⑥
頻回受診者について抽出基準を設定し文書通知等を行ってい
る市町村数

12

市町村 ⑦
重複服薬者について抽出基準を設定し文書通知等を行ってい
る市町村数

31

お薬手帳・電子処方箋の活用、かかりつけ薬局の普及啓発 市町村 ⑧ パンフレット等を用いてお薬手帳の普及啓発を行っている市町村数 38

市町村 ⑨ 後発医薬品の差額通知を行っている市町村数 41

市町村 ⑩
差額通知前後で後発医薬品への切替確認を行っている市町
村数

25

市町村 ⑪ 後発医薬品への切り替え率 32.21%

市町村 ⑫ 後発医薬品への切り替えによる削減額 1,082,621円

市町村 ⑬ 医療費通知に取り組む市町村数 41

市町村 （うち、年３回送付市町村数） 40

市町村 （うち、年１回送付市町村数） 1

取組項目： 5

事務処理要領の作成等による標準設定 県 ① 保険者事務の標準化の実施数（運営方針別表第１関係） 15

保険者事務の共同実施・共同事業の検討・推進 県・市町村・国保連 ②
国保連による保険者事務の共同実施・共同事業数（運営方針
別表第２関係）

27

市町村事務処理標準システム導入市町村の支援 県・市町村 ③ 標準システムを導入している市町村数 13

沖縄県国保共同クラウドの在り方の検討 県・市町村・国保連 ④
標準システムを導入している市町村のうち、共同クラウド環境
による運用を行っている市町村数

8

ガバメントクラウドの活用 市町村 ⑤ ガバメントクラウド環境への移行市町村数 33

取組項目： 3

関係部局との連携による保健事業と介護予防事業の一体的実施 市町村 ① 高齢者の保健事業を一体的に実施する市町村数 27

⑴　がん検診

関係部局との連携による受診率及び精密検査受診率の向上 市町村 ②
国の指針に示される５つのがん検診全てを実施している市町
村数

40

⑵　歯科健診

関係部局との連携による歯科健診の実施及び受診率の向上 市町村 ③ 歯科健診を実施している市町村数 28

重複受診者、頻回受診者及び重複服薬者等に対する訪問指導等
の取組の実施

第７章　医療費の適正化の取組

６　資格の適用適正化と過誤調整等の取組

２　生活習慣病の発症予防・重症化予防

１　特定健康診査・特定保健指導の実施

３　適正受診、適正服薬の促進

後発医薬品の使用促進

（年３回を標準とする）医療費通知の実施

４　後発医薬品の使用促進

第９章　保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携

１　高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

２　がん検診及び歯科健診との連携

３　市町村事務処理標準システム等の導入

５　医療費通知の実施

第８章　市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進

１　市町村が担う事務の標準化等の推進

２　市町村が担う事務の共同実施による効率的な運営の推進
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